
 

 

「教員の資質能力向上プラン」（中間案）に対する 

府民の皆さまからの御意見募集結果 
 

平成 30年 12月 20日  

京都府教育庁管理部教職員人事課  

（電話 075－414－5784）  

 

「教員の資質能力向上プラン」（中間案）について、府民の皆さまから御意見を募集いた

しましたところ、貴重な御意見をいただきありがとうございました。 

お寄せいただいた御意見及びこれに対する府の考え方を下記のとおり公表します。 

また、御提出いただいた府民の皆さまの御意見を十分に考慮し、「教員の資質能力向上プ

ラン」をとりまとめましたので、あわせて公表します。 

 

記 

 

１ 意見募集期間 

平成 30年 10月９日（火）から平成 30年 11月５日（月）まで 

 

２ 意見提出者数（提出意見数） 

２８名（５５件） 

 

３ 意見の要旨とこれに対する府の考え方 

裏面のとおり 

 

４ 教員の資質能力向上プラン 

別添のとおり 

 

 

  



 

 

「教員の資質能力向上プラン」に係る府民意見の要旨及び 

これに対する府の考え方 
 

 

１ 環境や条件の整備 

項目 意見の要旨 府の考え方 

(1)指導体制の充実 ○ 小規模な学校では、若手教

員が手本にする身近な先輩が

少なく、特に中学や高校では

教科担当の人数がさらに細分

化されてしまう。 

□ 新たな教育改革や様々な教

育課題等に対応していけるよ

う、指導体制の充実に向けた

環境整備に取り組んでいきま

す。 

 ○ 小学校で教員の空き時間を

作るために、教員を多く配置

して専科教員として活用する

べきだと考える。 

○ 学校の教員数が少なくなる

と、１人あたりの業務量が多

くなるので、クラス数だけで

定数を決めずに教員を増やし

てほしい。 

(2)働き方改革の推

進 

○ 改革に当たって、保護者や

地域社会への啓発が必要であ

る。理解なしには進められな

い。学校の取組に対して、教

育委員会からのバックアップ

があると心強い。 

□ 現在、教職員の働き方改革

実行計画に基づく取組を進め

ているところであり、引き続

き取組を推進していきます。 

 

○ 部活動や補習授業などで、

アウトソーシングできる部分

はするべきだと思う。 

 

○ 教育改革・働き方改革への

対策は喫緊の課題であり、現

場への周知徹底もさらに推し

進めなくてはならない。 

○ 教員の仕事量は膨大かつ肥

大化しており、資質能力向上

のための余裕がない。 

 



 

○ 前例踏襲となっているとこ

ろにはより一層の見直しと改

善をお願いする。 

○ 新学習指導要領が求める学

びを実現するためにも、教員

の負担軽減は必須条件だと考

える。 

(3)ＩＣＴ環境の整

備 

○ 各教員に貸与されているノ

ートＰＣをタブレット端末に

移行するなどの工夫も必要で

はないか。 

□ 授業や研修で活用できるよ

う、ＩＣＴ環境の整備を順次

進めていきます。 

 

○ 京都府のＩＣＴ環境は他府

県に比べても遅れている。電

子黒板やプロジェクタ等の整

備を進めてほしい。 

(4)スペシャリスト

の育成 

○ 府内から出て研修する機会

が少ない公立学校教員にとっ

て、とても魅力的である。 

□ 海外等での研修を通じて教

員が視野を広げ、スペシャリ

ストとして京都府の教育に還

元できる人材の育成を目指し

ます。 

○ 今後は外国籍の児童生徒も

増えていくので、語学の能力

も必要になる。 

○ 日本の大学がアジアでナン

バーワンでない現在、海外の

先進的な教育の取組を勉強し

て、児童生徒に還元してほし

い。 

 

２ 校内研修やＯＪＴへの支援 

項目 意見の要旨 府の考え方 

(1)出前講座の充実 

(3)デジタルアーカ

イブの整備 

○ 既にある出前講座やデジタ

ルアーカイブをもっと活用す

るべきである。 

□ 出前講座等の充実を図り、

広く周知していきます。 

(2)授業の達人の活

用 

○ 授業の達人の活用は重要だ

と考える。府小研の専門研究

員ともタイアップできればよ

り効果的ではないか。 

□ 既存の事業や研究会等とも

連携して授業の達人の活用に

努めていきます。 

 

○ 授業の達人はもっと活用さ

れるべきである。広い周知が

大切である。 



 

 

３ 組織運営上の課題への対応 

項目 意見の要旨 府の考え方 

(1)若手教員のコミ

ュニティ形成促

進と支援 

○学び合いのコミュニティ形成

には大いに期待したい。気軽

に参加できる工夫により、Ｏ

ＪＴへの支援につながること

を望む。 

 

□ 若手教員が学び合いながら

資質能力の向上を図れるよう

な支援策を検討します。 

(2)エリアマネージ

ャー（アドバイ

ザー）の配置・

充実 

○ エリアマネージャーの配置

は大変良いと思う。高い効果

が期待でき配置が充実すると

良い。 

□ 若手教員の様々な悩みや相

談に応え、一緒に考えながら

解決に向けて導くことができ

るよう、退職校長等を活用し

た支援策を進めていきます。 ○ 困った時に相談できるよう

に、職務上のアドバイスばか

りでなくメンタルヘルスケア

体制も構築してほしい。 

○ アドバイザーとして退職校

長が学校に出向き、様々な支

援をして効果が上がっている

と聞く。今後、校長や教頭の

世代交代がますます進む中、

相談できる存在として配置の

充実をお願いしたい。 

□ 管理職へのサポートや将来

の校長、教頭としての人材を

育成する観点からも、エリア

マネージャーの配置に努めて

いきます。 

(3)再任用を含む熟

練期教員の資質

能力の維持・向

上に向けた取組 

○ 再任用教員は貴重な戦力で

あるが、指導力に課題を持っ

ている方も少なからずいる。

学校現場に配置する以上、資

質能力の向上を進める手立て

や人員が必要である。 

□ 再任用を含む熟練期教員が

モチベーションを維持しなが

ら、経験や知識を活かしてい

けるよう取組を進めます。 

○ 再任用教員の資質能力を維

持・向上させる取組について

は大いに賛成である。 

○ 再任用教員については待遇

も十分配慮が必要である。 

 

○ 定年延長もある中で、ベテ

ラン教員への取組も同様に必

要ではないか。 



 

(4)講師の資質向上

に向けた取組 

○ 京都府では多くの講師の先

生が教育を担っている現状が

ある。教諭と同じように教壇

に立つ講師の資質能力の向上

が必要ではないか。 

□ 講師の力なくしては学校に

おける教育活動は成り立たな

いと考えており、新たに項目

として設け、講師の資質向上

に取り組んでいきます。 

 

４ 少子化に伴う学校の小規模化や京都府の地理的特性への対応 

項目 意見の要旨 府の考え方 

(1)若手教員のコミ

ュニティの形成

促進と支援 

○ 距離や時間の問題よりも、

学校が小規模化していること

が最大の課題である。 

  高校でさえ１教科の人数が

２～３人の学校が増えつつあ

り、そのような状況で「教員

は学校で育つ」が本当に有効

かというとかなり疑問。 

□ 学校を越えてつながるコミ

ュニティの形成促進や支援策

の検討を進めます。 

(3)Ｗｅｂ講座の整

備・充実 

○ 集合型研修にも参加者の情

報交換や他地域との交流など

のメリットがある。 

  Ｗｅｂ講座と集合型のハイ

ブリッド型研修もあると良い

と思う。 

□ 研修の目的や内容に応じた

適当な形態を検討し、効果

的・効率的に資質能力の向上

が図れるよう取組を進めま

す。 

○ Ｗｅｂ研修が充実すれば勉

強につながるので、是非進め

ていただきたい。 

 

(4)他校との協力や

地域ぐるみでの

育成の推進 

○ 高校ではそれぞれの学校が

特色ある学校づくりを進めて

きた。学校を越えての交流・

支援・連携はこれからとても

重要になる。 

□ 学校や校種を越えた交流を

推進し、小規模化や教育課題

への対応も含めて、各学校の

教育力の向上や教員の資質能

力の向上につなげていきま

す。 ○ 北部地域では、高校でさえ

１教科の人数が少なくなり、

若手教員が育つ環境が保てな

くなっていると感じる。 

○ 小学校での英語やプログラ

ミング等の専門的な内容の授

業に府立高校の専門学科の教

員が協力してはどうか。 
 



 

５ 子育てとキャリア形成の両立への支援 

項目 意見の要旨 府の考え方 

(1)遠隔受講研修シ

ステムの整備 

○ 子育て経験をした教員が学

校現場にいることは保護者に

とって安心できる。育休中の

研修を考えてほしい。 

□ 育児休業中の教員が円滑に

職場復帰できるよう、また、

子育て中の教員が育児とキャ

リア形成を両立できるよう、

体制整備や研修形態の工夫に

取り組んでいきます。 

○ 育児休業で何年も現場を離

れてから復帰をするのは不安

が大きく、Ｗｅｂ活用の受講

システムは効果があると思

う。 

(2)子育てをしなが

ら資質能力の向

上が図れる環境

整備 

○ 子育てをしながら就労する

ためには部分休業や短時間勤

務は大切な権利である。そう

いう職員が増えた学校で学級

担任の不足が起こることの無

いよう、加配措置も検討いた

だきたい。 

○ 子育て世帯の勤務が過度に

ならないような人員配置。子

育て世帯の職員に配慮した働

き方を推進させる事が大切で

ある。 

 

６ 働き方改革や負担軽減 

項目 意見の要旨 府の考え方 

(3)Ｗｅｂ講座の整

備・充実 

○ Ｗｅｂでの研修ができれば

勉強しやすくなり、若手教員

自身にも強い責任感も生まれ

てくると思うので、是非、進

めてほしい。 

□ 総合教育センターで実施す

る研修講座において、インタ

ーネットで研修動画を視聴で

きる環境整備を行い、効果

的・効率的な研修を実施して

いきます。 ○ 授業の代行の準備も不要

で、移動することなく受講で

きるのは効率的だと思う。 

(4)教員免許更新制

に対応した研修

講座の開設 

○ 10年毎に５日間、免許状更

新講習に伴って３万円の出費

が必要となる。普段からセン

ターの研修には参加している

ので、置き換えてもらいたい。 

□ 総合教育センターに免許状

更新講習に換えることのでき

る研修講座を開設することに

より、教員の負担軽減につな

げていきます。 



 

○ 免許状更新講習と10年目研

修、その他の研修などが重な

ることもあり、免許状更新講

習を受講する教員は負担も大

きいので、大変ありがたい。 

○ 講座の申込みが殺到し、な

かなか申し込めなかったり、

遠方の大学まで受講に行かな

ければならなかったりするこ

とがあるので、是非ともお願

いする。 

(5)研修のための自

己啓発期間の設

定 

○ 日頃多忙であっても、少し

ゆったりできる夏季休業中に

自己啓発に努める「教師」の

姿で、教師への志望者が増え

るのではないか。 

□ 教員が自らの専門性を高め

るための研修の時間が確保で

きるよう、環境整備をしてい

きます。 

 

７ 今日的教育課題への対応 

項目 意見の要旨 府の考え方 

(1)研修内容の精

選・重点化 

○ 勤務経験では得られない知

識があることなど、研修受講

者に学ぶ意義を十分に理解さ

せることも大切であると考え

る。 

□ 負担が増加しないように配

慮しながらこれまでの研修を

精選し、新たな教育改革や

様々な教育課題に対応できる

よう、研修の重点化を図りま

す。 ○ 今の児童生徒や若手教員は

インターネットが普及した社

会で育ち、情報量が増えた一

方で人間同士のコミュニケー

ションが不足するなどの課題

があると思う。 

(2)大学や民間企業

等との連携拡充 

○ 教育現場で一日を過ごす教

員にとって、学校外で学ぶ機

会は貴重なものだと思う。 

 

□ 大学や研究機関における高

度な専門知識、民間企業等に

おける優れた人材育成や経営

手法等を学び、教育現場に還

元できる仕組みを整えていき

ます。 

○ いじめ問題に対する研修を

しっかりとやるべきである。

特に管理職や、これから管理

職を目指す先生は、大学院に

通って勉強することも必要。 



 

○ 京都府には世界に通用する

企業が多いので、企業としっ

かり連携して、教員も民間の

考え方を身に付けてもらいた

い。 

 

８ 基本的資質の確立や人権教育推進のための取組 

項目 意見の要旨 府の考え方 

(1)コンプライアン

ス研修等の充実 

○ 教員の路上喫煙や吸い殻の

ポイ捨てなど、迷惑行為が目

につくので、改善してほしい。 

□ 教員のコンプライアンス意

識や人権意識の向上に向け、

引き続きしっかりと取り組ん

でいきます。 ○ コンプライアンスの遵守や

人権教育・研修についてはさ

らなる充実を願う。 

 

 

プラン全体、その他 

項目 意見の要旨 

プラン全体 ○ 教育への投資はすぐには成果が出にくいし、出ても見えにく

い。しかし、次世代の人材を育てている学校教員の役割は大きく、

その資質能力向上は非常に大事なことである。重点施策を１つで

も多く実施できるよう投資してほしい。結果は必ず将来の京都府

に跳ね返ってくると思う。 

○ 北部の学校に勤務しているので、中間案で京都府の地理的特性

への対応を基本施策の１つに挙げていただいたのは大変ありが

たい。 

○ ロードマップも示されており、実現への意欲を感じる。短期間

ではやりきれないかもしれないが、少しずつでも着実に推進して

ほしい。 

○ 中間案は基本方向やその実現のための重点施策など、今日の教

育界の動向に合致した適切な内容であると思う。 

○ 重点施策の23項目でも多いと思います。重点化したものからさ

らに精査したり、実施後でも効果が少なければ中止したりして、

障害が少なくて効果の大きいものに絞り込むべきだと考える。 

その他 ○ 京都府の教員に必要な５つの力は、どれもバランス良く必要と

される力であると思う。 

 

 


